
担当者解説

改正の背景と全体像1
今般の法令等の改正は、金融審議会「資

金決済制度等に関するワーキング・グルー
プ報告」（2025年 1 月22日）を受けて行わ
れたものである（以下、ワーキング・グルー
プ及び報告書について、それぞれ「資金決
済WG」「資金決済WG報告書」と略称す
る）。資金決済WGは、金融担当大臣の「送
金・決済・与信サービスの利用者・利用形
態の広がりや、新たな金融サービスの登場

を踏まえ、利用者保護等に配慮しつつ、適
切な規制のあり方について検討を行うこと」
との諮問を受けて行われたものであり、大
きく分けて、①送金・決済サービスに関す
る論点、②暗号資産・電子決済手段に関す
る論点、③立替サービス等に関する論点に
ついて議論が行われた。

①送金・決済サービスに関しては、⒜ク
ロスボーダー収納代行への為替取引に係る
規制の適用、⒝資金移動業者の破綻時等に
おける利用者資金の返還方法の多様化、⒞
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2025年 6 月 6 日、資金決済に関する法律（以下「資金決済法」という）
の一部改正法が成立した（令和 7 年法律第66号。以下改正後の資金決済
法を「法」という。また、「資金決済法」も、文脈上明らかな場合を除き、
改正後のものを指す）。その後、金融庁は、関係する政令、内閣府令、
事務ガイドライン等の改正・新規制定に向けて検討を行ってきたが、
2026年 5 月22日までに、これらを公布した。本稿では、2025年資金決済
法改正・関係政府令等の全体像を解説するとともに、 7 点の主要な改正
項目のうち、送金・決済サービスに関わる 4 点、すなわち、①クロスボー
ダー収納代行への為替取引に係る規制の適用、②資金移動業者の破綻時
等における利用者資金の返還方法の多様化、③第一種資金移動業に係る
滞留規制の緩和、④前払式支払手段の寄附への利用について解説する。
なお、本稿において意見にわたる部分は、いずれも筆者らの個人的見解
である。
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第一種資金移動業に係る滞留規制の緩和、
⒟前払式支払手段の寄附への利用について
議論が行われ、それを踏まえ、法改正、政
府令改正等の所要の対応が行われた。この
うち、⒜は海外オンラインカジノ・投資詐
欺等への対応を目的としたもの、⒝⒞は利
用者の利便性向上のため、規制を合理化す
るもの、⒟は地方からの提案に対応したも
のである。本稿では、これらについて解説
する。

②暗号資産・電子決済手段に関しては、
⒜暗号資産交換業者・電子決済手段等取引
業者に対する資産の国内保有命令の創設、
⒝電子決済手段・暗号資産サービス仲介業
の創設、⒞特定信託受益権の発行見合い金
の管理・運用方法の柔軟化について議論が
行われ、それを踏まえ、法改正、政府令改
正等の所要の対応が行われた。⒜は国際的
に活動する暗号資産交換所グループの破綻
における教訓を踏まえたもの、⒝は媒介の
みを行う事業者のための相対的に軽量な登
録制度を設けたもの、⒞はいわゆる信託型
ステーブルコインの裏付け資産として最大
50％の国債保有を認めたものである。これ
らについては、稿を改めて解説する。

なお、③立替サービス等については、金
融庁は、2025年 4 月 2 日、「立替サービス
の貸金業該当性に関するQ&A」を公表し、
解釈を明確化している。

クロスボーダー収納代行への為替
取引に係る規制の適用2

⑴　概　要
収納代行は、商品役務の代金の支払にお

いて、債権者から依頼を受けた事業者に対
して債務者が支払を行い、事業者が受け
取った代金を債権者に渡すサービス等と説
明される 1。収納代行の為替取引をめぐっ
ては、従前、様々な議論が行われてきてお
り、2020年資金決済法改正時には、個人を
受取人とする収納代行の一部が為替取引に
該当するものとされた一方、事業者等を受
取人とする収納代行については、債務者に
よる支払時に債務が消滅するものである限
り、為替取引に関する規制を適用する必要
性は必ずしも高くないものと整理されてい
た 2。

しかしながら、近年、国境を跨ぐ収納代
行が、海外オンラインカジノや海外出資金
詐欺等に用いられる事例が発生している。
また、2024年、金融安定理事会（Financial 
Stability Board：FSB）は、クロスボーダー
送 金 に つ い て、“same activity, same 
risk, same regulation”原則に基づき、
消費者保護上のリスク、事務リスク、金融
犯罪リスク等に照らした比例的な規制・監
督を行うことを勧告した 3。これらを踏ま
え、2025年資金決済法改正では、クロス

1 　金融審議会金融分科会第二部会「資金決済に関する制度整備について―イノベーションの促進と利用
者保護―」（2009年 1 月14日）11頁参照。

2 　金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グループ報告」（2019年12月20
日）16頁。この整理は、国内で完結する収納代行については、特に変更されていない。WG報告書 8 頁
注27。

3 　Financial Stability Board, Recommendations for Regulating and Supervising Bank and Non-
bank Payment Service Providers Offering Cross-border Payment Services （Dec. 12, 2024）． 本報告
書は、G20のクロスボーダー送金の改善に向けたG20ロードマップに基づく取組みの一部である。
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ボーダー収納代行に適切な範囲で為替取引
に係る規制を及ぼすこととした。
⑵　資金決済法 2条の 2の改正
資金決済法 2 条の 2 は、以下のとおり規

定されることとなった（下線はかっこ書き
の箇所をわかりやすくするために付したも
の）。

第二条の二　金銭債権を有する者（以下この

条において「受取人」という。）からの委

託（国内から国外へ向けて資金を移動さ

せ、又は国外から国内へ向けて資金を移動

させる行為に係る場合にあっては、二以上

の段階にわたる委託を含む。）、受取人から

の金銭債権の譲受けその他これらに類する

方法により、当該金銭債権に係る債務者又

は当該債務者からの委託（二以上の段階に

わたる委託を含む。以下この条において同

じ。）その他これに類する方法により支払

を行う者（以下この条において「債務者

等」という。）から弁済として資金を受け

入れ、又は他の者に受け入れさせ、当該受

取人又は当該受取人からの委託その他これ

に類する方法により支払を受ける者（以下

この条において「受取人等」という。）に

当該資金を引き渡すことによって、債務者

等から受取人等に当該資金を移動させる行

為（債務者等から現金の交付を受け、当該

現金を受取人等に交付することにより当該

資金を債務者等から受取人等に移動させる

行為を除く。）であって、次の各号のいず

れかに該当するものは、為替取引に該当す

るものとする。

一�　受取人が個人（事業として又は事業の

ために受取人となる場合におけるものを

除く。）であることその他の内閣府令で

定める要件を満たす行為（次号に該当す

る行為を除く。）

二�　国内から国外へ向けて資金を移動さ

せ、又は国外から国内へ向けて資金を移

動させる行為（当該行為の態様その他の

事情を勘案し、利用者の保護に欠けるお

それが少ないものとして内閣府令で定め

るものを除く。）

このうち、柱書の「であって」までの部
分は、いわゆる収納代行行為を規定したも
の、 1 号は、個人を受取人とする収納代行
が為替取引とされる要件を規定したもの（従
前の法 2 条の 2 に相当する）、 2 号は、ク
ロスボーダー収納代行が為替取引とされる
要件を規定したものである。以下、これら
に関して、パブリックコメント回答及び金
融庁の各種相談窓口を通じて行っている回
答のうち、重要なものを紹介する。

第 1 に、収納代行における支払は債務の
弁済として行われるものであるため、支払
時に金銭債権が発生していない場合には資
金決済法 2 条の 2 柱書には該当しない 4。
ただし、この場合であっても、直ちに為替
取引に該当しないものではなく、為替取引
に直接に（すなわち、同条を介することな
く）該当しないかが、別途問題となる。

第 2 に、具体的なスキームにおいて、複
数の金銭債権が発生する場合、それぞれに
ついて資金決済法 2 条の 2 の適用の有無が

�
�

�

4 　「コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方（クロスボーダー収納代行（国境を跨ぐ収納代
行））」（2026年 5 月22日。以下「パブコメ回答（CB収納代行）」という）No.113参照。
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判断される。実務上、契約関係を工夫する
ことにより、適用除外を受けられないかを
検討する場面は少なくないものと思われる
が、その場合、関連するすべての金銭債権
について検討を行う必要がある。なお、後
述のとおり、グループ会社のための収納代
行行為については、特に濫用防止のための
規定が置かれている。

第 3 に、「国内から国外へ向けて資金を
移動させ、又は国外から国内へ向けて資金
を移動させる」について、銀行振込等を用
いる場合については、資金移動の始点及び
終点となる銀行口座の所在地によって判断
され、受取人等及び債務者等が日本に所在
する場合であっても、上記に該当し得
る 5。一方で、電子決済手段等を用いる場
合については、電子決済手段等を管理して
いる者の所在地又は居住地等を考慮して判
断される 6。

第 4 に、電子決済手段は、資金決済法 2
条の 2 柱書にいう「資金」に該当するが、
利用者から預かった電子決済手段を利用者
の指図に基づいて第三者に移転する行為が
電子決済手段等取引業に該当する場合、当
該行為について、為替取引に関する規制が
重ねて適用されることはない 7。裏を返せ
ば、電子決済手段を用いたクロスボーダー
収納代行で、電子決済手段等取引業に該当
しないものは、資金決済法 2 条の 2 柱書及
び同条 2 号（かっこ書き部分を除く）に該
当し、適用除外の要件を満たさない限り、
為替取引に該当する。

第 5 に、現金の授受を行う場合の除外（法
2 条の 2 柱書かっこ書き）は、「当該現金
を」受取人等に交付するとあるとおり、資
金の受入れから払出しまでの資金の移動の
全部が現金の輸送によって行われる行為に
ついて規定したものであり、資金の払出し
を現金によって行うだけでは当該除外の要
件を満たさない。
⑶　適用除外行為（移動業府令 1条の 3
第 1項）

資金移動業者に関する内閣府令（以下
「移動業府令」という） 1 条の 3 第 1 項に
おいて、クロスボーダー収納代行のうち、
資金決済法 2 条の 2 によっては為替取引に
該当しないものについて規定されることと
なった。なお、当然ながら、これらの規定
は、収納代行以外の行為には適用されない
ことに留意すべきである。
ア　銀行等又は資金移動業者に再委託し

て行う収納代行（ 1号）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 1 号は、銀行
等又は資金移動業者に再委託して行う収納
代行について、資金決済法 2 条の 2 によっ
ては為替取引に該当しないことを定めるも
のである。同号については、次の 2 点に留
意する必要がある。

第 1 に、収納代行業者が、単に債務者等
に銀行等に開設した預金口座や資金移動業
者に開設したアカウントに対して送金させ
るだけでは、同号の要件を満たさないこと
である 8。収納代行業者の取引銀行は、銀
行間決済による中央銀行預金の移転を受

5 　「事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）14．資金移動業者関係」（以下「移動業ガイドライン」
という）Ⅰ－ 2 － 2 － 1 。

6 　パブコメ回答（CB収納代行）No.9、10。
7 　パブコメ回答（CB収納代行）No.3。
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け、収納代行業者の預金口座に入金記帳を
行うことになるが、入金記帳が完了するま
で弁済の効力は生じないと解されることを
踏まえると（民法477条）、銀行間決済によ
る中央銀行預金の移転は、収納代行業者か
ら再委託を受けた銀行等による資金の受領
には該当しないと考えられる 9。

第 2 に、同号の適用を受けるためには、
収納代行業者から再委託を受けて行う銀行
等又は資金移動業者による資金の受入れ
が、当該銀行等又は資金移動業者が行う為
替取引に係る支払の受領として行われる必
要があることである。例えば、国内から国
外へ向けて資金を移動させる国内の収納代
行業者は、他の国内の資金移動業者に資金
の受入れを再委託したとしても、当該資金
移動業者が債務者等から資金を受け入れ、
収納代行業者に当該資金を引き渡す行為
は、その過程において国境を跨ぐものでは
ないため、同号の適用を受けることができ
ないと考えられる 10。
イ　エスクローサービス・取引プラット

フォーム提供者等の行為（ 2号・3号）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 2 号及び 3 号
は、いわゆるエスクローサービスや取引プ
ラットフォームの提供者が行う資金の受渡
しについて、資金決済法 2 条の 2 によって
は為替取引に該当しないことを定めるもの
である。従前、個人を受取人とする収納代
行において、これらの行為は為替取引に該
当するものとはされていなかったところ、

国境を跨ぐ収納代行についても同様の取扱
いとされた。

このような経緯から、これらの規定につ
いては、従前の個人を受取人とする収納代
行に関する解釈が基本的には妥当すると解
されるものの、「契約の成立に不可欠な関
与」の解釈については、パブリックコメン
トでも複数の意見が寄せられており 11、移
動業ガイドラインにおいて、新たな記載を
行っている 12。すなわち、移動業ガイドラ
インでは、「委託販売者として売主を代理
して買主と売買契約を締結する場合」は、

「契約の成立に不可欠な関与」を行ったと
認められることが明示された。一方で、関
与の態様が代理に至らない場合（しばしば
媒介と呼ばれる）については、「多数の者
が参加して取引を行うことが可能なプラッ
トフォームを提供し、利用規約において当
該プラットフォームの利用条件や取引成立
条件を定めている場合等の関与をしている
ことが必要であり、単なる決済方法の提供、
商品の広告、又は顧客の紹介等を行うだけ
では足りない」ことを記載している。
ウ　グループ会社のための収納代行（ 4

号）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 4 号は、受取
人と収納代行業者が「同一の会社等の集
団」に属する場合に、当該収納代行業者が
行う資金の受渡しについて、資金決済法 2
条の 2 によっては為替取引に該当しないこ
とを定めるものである。

8 　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑴。
9 　パブコメ回答（CB収納代行）No.36。
10　パブコメ回答（CB収納代行）No.31、32等。
11　パブコメ回答（CB収納代行）No.38～42。
12　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑶。
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受取人と収納代行業者が「同一の会社等
の集団」に属する場合とは、受取人と収納
代行業者の間に親会社と子会社の関係があ
る場合や、受取人の経営を支配している法
人と収納代行業者の経営を支配している法
人が同一である場合（受取人と収納代行業
者との間にいわゆる兄弟会社関係がある場
合）等が広く含まれる。

なお、自らと「同一の会社等の集団」に
属する他の事業者に、受取人から金銭債権
を譲り受けさせた上で、当該他の事業者か
ら収納代行の再委託を受けることで、為替
取引に係る規制を潜脱する行為を防止する
ため、受取人が、「法第 2 条の 2 の規定（同
条第 2 号に係るものに限る。）の適用を免
れる目的で第三者からの金銭債権の譲受け
その他これに類する方法により当該金銭債
権を有することとなった場合」には、適用
除外の対象とならないことを確認的に規定
している。この点について、第三者から譲
り受けた金銭債権に係る債務の弁済として
受け入れた資金を原資として、当該譲受け
に係る対価の支払に充てるような場合、譲
受人は、資金決済法 2 条の 2 の適用を免れ
る目的で当該金銭債権を譲り受けたことが
一応推認されるが 13、例えば、金銭債権の
早期現⾦化を目的とするファクタリングな
ど、正当な目的がある場合には、規制の適
用を免れる目的は認められないと考えられ
る 14。

エ　クレジットカード等の加盟店清算等

に関する行為（ 5号）

ア　概　要
移動業府令 1 条の 3 第 1 項 5 号は、他の

法令の規律が及んでおり、為替取引に係る
規制を重ねて及ぼす必要がない行為を定め
るものである。同号イはクレジットカード
の国際ブランドの清算業務を、ロはクレジッ
トカードのアクワイアラ等による加盟店調
査が及んでいる商品役務に係る収納代行
を、ハは前払式支払手段発行者の加盟店管
理が及んでいる商品役務に係る収納代行を
定めている 15。

ここで、クレジットカードの清算業務に
ついて説明しておく。まず、クレジットカー
ドは、会員、イシュア、アクワイアラ、加
盟店、クレジットカードの国際ブランドの
ホルダー（以下単に「国際ブランド」とい
う）からなる決済スキームである 16。会員
が、ある加盟店でクレジットカードを用い
た支払を行った場合、代金は、通常、アク
ワイアラが加盟店に商品・役務代金相当額
の立替払いを行い、イシュアがアクワイア
ラに当該立替相当額の清算金を支払うこと
で清算される。国内の加盟店が訪日旅行者
等の外国居住者に対して商品・役務を提供
し、その代金の支払にクレジットカードが
使用された場合、通常、イシュアは外国に
所在し、アクワイアラは国内に所在するた
め、これらの清算の過程で、クロスボーダー
収納代行が行われる可能性がある。また、

13　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑷。
14　パブコメ回答（CB収納代行）No.45。
15　なお、これら以外の行為でも、移動業府令 1 条の 3 第 1 項 5 号柱書により、適用除外が認められる余

地がある。パブコメ回答（CB収納代行）No.50では、指定公金事務取扱者が行う公金の徴収等の事務が
例示されている。

16　なお、これらの主体とは別に決済代行業者が介在する場合もある。
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Visa、Mastercard等の国際ブランドは、
イシュアやアクワイアラを拘束するルール
を策定したり、支払に関するメッセージを
伝送するためのネットワークを提供してい
るが、これらの清算の一部を担う場合があ
る。
イ　国際ブランド等が行う清算業務とし
ての収納代行（ 5号イ）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 5 号イは、国
際ブランドとそのグループ会社が行う清算
業務について、資金決済法 2 条の 2 によっ
ては為替取引に該当しないことを定めるも
のである。

本号イの条文は複雑であるが、①「商標
権者又は当該商標権者と同一の会社等の集
団に属する他の会社等が」、②「第三者型
前払式支払手段等発行者…と立替払取次業
者…との間で第三者型前払式支払手段等の
利用に係る債権債務…の清算のため」行う
収納代行が規定されている。①は国際ブラ
ンドとそのグループ会社を意味する。②

「第三者型前払式支払手段等」は、かっこ
書きで、⒜為替取引に係る指図を伝達する
ための番号等、⒝前払式支払手段、⒞割賦
販売法上のクレジットカード番号等が付さ
れている番号等を含むよう定義されており、
クレジットカードだけでなく、国際ブラン
ドが付されたデビットカード又はプリペイ
ドカードの清算業務も本号イの対象とな
る。本号イは、クレジットカードの清算は、
他法令が規律する分野における行為である
ことから、直ちに為替取引に関する規制を
適用する必要性は高くないとされ、適用除

外とされたものであるが 17、国際ブランド
の清算業務においては、清算の対象となる
債権債務の発生原因を区別することなく清
算が行われていることから、デビットカー
ド及びプリペイドカードの使用の清算につ
いても、併せて適用除外の対象とされたも
のである。②「第三者型前払式支払手段等
発行者」は、これらの支払手段の発行者（イ
シュア）、「立替払取次業者」はこれらの支
払手段の加盟店管理会社（アクワイアラ）
を意味する。

なお、クレジットカードのイシュアは、
クレジットカードの発行に付随して、金銭
の貸付（いわゆるキャッシング枠）等のサー
ビスを提供している場合があるが、これら
のサービスに係る清算も、「第三者型前払
式支払手段等の付与に付随して行う役務の
提供」に係る債権債務の清算として、適用
除外の対象となる 18。また、クレジットカー
ド等による取引が解除され、又は取り消さ
れた場合等に行われる、イシュアを受取人
等とする清算も、適用除外の対象とな
る 19。
ウ　クレジットカードにおける加盟店調
査義務が及んでいる商品役務に係る収
納代行（ 5号ロ）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 5 号ロは、販
売業者等がクレジットカード番号等取扱契
約締結事業者（以下「クレ取業者」という）
との間でクレジットカード番号等取扱契約

（以下「クレ取契約」という）を締結する
ことでクレジットカードの加盟店となって
いる場合において、クレジットカードによ

17　資金決済WG報告書10頁。
18　パブコメ回答（CB収納代行）No.54参照。
19　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑸。
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る支払が可能とされている商品役務の代金
等に係る収納代行は、資金決済法 2 条の 2
によっては為替取引に該当しないことを定
めるものである 20。

本号ロは、割賦販売法に基づく加盟店調
査の対象となっている商品役務の代金に係
る収納代行については、詐欺やマネー・ロー
ンダリング（以下「マネロン」という）等
のリスクが相当程度低減されているとの考
え方に基づくものであるが 21、当該考え方
に基づき、適用除外行為者自身がクレ取業
者であることや、自らクレ取契約を締結す
ることは、要件とはされていない。したがっ
て、加盟店がクレ取業者であるアクワイア
ラとクレ取契約を締結している場合には、
クレジットカード以外の支払手段（例えば、
国内外のコード決済等）によって行われた
支払の清算についても、同号ロは適用され
得る。キャッシュレス決済の導入にあたっ
ては、実務上、クレジットカードを含む複
数の支払手段がまとめて導入されることが
多く、その過程で割賦販売法に基づく加盟
店調査が行われることが多いため、本号ロ
は、インバウンドのキャッシュレス決済全
般の清算業務の根拠として、広く機能し得
る。
エ　第三者型前払式支払手段における加
盟店管理義務が及んでいる商材に係る
収納代行（ 5号ハ）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 5 号ハは、第
三者型前払式支払手段の加盟店において、
第三者型前払式支払手段による支払が可能

とされている商品役務の代金等に係る収納
代行は、資金決済法 2 条の 2 によっては為
替取引に該当しないことを定めるものであ
る。

本号ハは、資金決済法に基づく加盟店管
理（資金決済法10条 1 項 3 号）の対象となっ
ている商品役務の代金に係る収納代行につ
いては、詐欺やマネロン等のリスクが相当
程度低減されているとの考え方に基づくも
のである。本号ハは、本号ロと同様に、前
払式支払手段以外の支払手段によって行わ
れた支払の清算のための収納代行にも適用
される。また、いわゆるブランドプリカに
おいては、国外に加盟店が所在する場合が
あるが、このような加盟店に対する清算の
ための収納代行にも、本号ハは適用され得
る。
オ　適用除外行為者の委託を受けて行う

行為（ 6号）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 6 号は、エス
クローサービス提供者又は取引プラット
フォーム提供者の委託を受けて行う収納代
行が、資金決済法 2 条の 2 によっては為替
取引に該当しないことを定めるものである。

本号は、取引プラットフォーム提供者は、
決済代行会社等に収納代行を再委託し、資
金の受入れ及び引渡しを行うことがあると
ころ、当該再委託が行われた場合であって
も、委託元である取引プラットフォーム提
供者が受取人や商品役務、購入者について
把握している限り、必ずしも詐欺やマネロ
ン等に利用されるリスクが高まるとは考え

20　なお、文理上、販売業者等は国内に所在する者に限られないため、アウトバウンド決済においても同
号ロは適用され得る。ただし、実務上は国内のアクワイアラであるクレ取業者は国内の販売業者等との
間でクレ取契約を締結することがほとんどと思われる。

21　資金決済WG報告書10頁。

11金融法務事情No.2288 ● 2026.8.25



られず、このことは、エスクローサービス
についても同様であるとの考え方に基づく
ものである。

本号は、「受取人等に当該資金を引き渡
す」行為を対象としていることから、受け
入れた資金の引渡しのみを行う場合も、本
号の対象となる 22。
カ　銀行等又は資金移動業者の委託を受

けて行う行為（ 7号）

移動業府令 1 条の 3 第 1 項 7 号は、銀行
等又は資金移動業者の委託を受けて行う収
納代行が、資金決済法 2 条の 2 によっては
為替取引に該当しないことを定めるもので
ある。

本号は、銀行等及び資金移動業者が委託
先に対する指導監督義務を負っていること

（銀行法12条の 2 第 2 項、法50条等）、当局
は銀行等及び資金移動業者の委託先に対し
て一定の監督権限を行使することが可能で
あること（銀行法24条 2 項、25条 2 項、法
54条 2 項）を踏まえたものである。
⑷　利用者保護に欠けるおそれが大きい
行為（移動業府令 1条の 3第 2項）

移動業府令 1 条の 3 第 2 項において、「利
用者保護に欠けるおそれが大きい行為」が
定められることとなった。当該行為は、仮
に同条 1 項各号の適用除外行為に該当する
場合であっても、適用除外の対象とならず

（同条 1 項柱書かっこ書き）、為替取引に該
当する。

2 項各号のうち、 1 号及び 2 号は、収納
代行サービスに内在するリスクに着目し、
適用除外の要件を加重するものである。 1
号は、適用除外行為について、資金受入れ
時までに受取人が有する金銭債権に係る債
務が消滅するものであることを、 2 号は、
エスクローサービスの提供者及び取引プ
ラットフォーム提供者が収納代行行為を第
三者に再委託する場合において、当該第三
者が当該行為を適切に行わなかった場合で
も、受取人等に資金を円滑に引き渡すべき
こと 23を、適用除外の要件とするものとい
える。

一方、 3 号～ 5 号は、原因関係に関連す
るリスクに着目したものであり、 3 号は、
賭博の賭金等の収納代行、 4 号は、有価証
券の売買等及びデリバティブ取引の代金等
の収納代行、 5 号は、これらに類する行為
で法令又は公序良俗に違反するものを定め
ている。 5 号の行為としては、片面的賭博
の賭金等の収納代行 24、暗号資産売買の代
金の収納代行 25等が考えられる。
⑸　為替取引に該当した場合の行為規制
の適用関係

為替取引に該当した場合の行為規制の適
用関係については、特段の法改正は行われ
ておらず、解釈にゆだねられている。以下、
重要な点を述べる。

第 1 に、資金移動業の種別については、
個々の収納代行の金額によって判断され

22　パブコメ回答（CB収納代行）No.89、94～96。なお、委託を受けて受け入れた資金の引渡しのみを行
う行為がそもそも資金決済法 2 条の 2 に定める収納代行に該当するかは、理論上は問題となり得るが、
委託元であるエスクローサービス提供者又は取引プラットフォーム提供者が行う行為と一体としてみれば、
資金の受入れも行っているといえ、実際上は問題となり難い。

23　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑼、パブコメ回答（CB収納代行）No.106。
24　移動業ガイドラインⅠ－ 2 － 2 － 2 ⑽。
25　パブコメ回答（CB収納代行）No.116。

12 金融法務事情 No.2288 ● 2026.8.25



る。当該金額が100万円以下である場合、
たとえ加盟店清算において100万円を超え
る支払を行うことがあるとしても、それに
よって直ちに第一種資金移動業に該当する
ものではない 26。

第 2 に、情報提供義務、受取証書交付義
務等との関係で、収納代行の「利用者」は、
特段の事情がない限り、受取人であり、債
務者に対して情報提供や受取証書の交付等
を行う必要はない 27。

第 3 に、犯罪収益移転防止法との関係
で、収納代行の「顧客」は、収納代行の直
接の委託者であり 28、支払人や、 2 以上の
段階にわたる収納代行における最終受取人
等（直接の委託者の背後者）は、特段の事
情がない限り、取引時確認義務等の対象と
なるものではない。ただし、「マネー・ロー
ンダリング及びテロ資金供与対策に関する
ガイドライン」に基づく顧客管理（カスタ
マー・デュー・ディリジェンス：CDD）、
取引モニタリング等においては、これらの
者に関連するリスクについても評価・低減
の対象とする必要がある。

資金移動業者の破綻時等における
利用者資金の返還方法の多様化3

⑴　概　要
資金移動業者には、資金移動業者の破綻

時における利用者保護のため、利用者から
受け入れた送金のための資金について、一
定の方法に基づいて計算される金額の保全
が義務付けられている。資産保全の方法と
しては、2025年資金決済法改正前は、①供

託所への供託（法43条）、②履行保証金保
全契約（銀行等が内閣総理大臣の命令に応
じて履行保証金を供託する旨の契約。法44
条）、③履行保証金信託契約（受託者であ
る信託会社等が内閣総理大臣の命令に応じ
て信託財産を履行保証金の供託に充てるこ
とを目的とする信託契約。法45条）のみが
認められていた（なお、法律上は、①が原
則であり、②③により保全した額について、
供託義務を免れるものとされている）。もっ
とも、②③による場合であっても、資金移
動業者の破綻時には、内閣総理大臣の命令
に応じていったんは必ず供託がされる結果、
利用者が実際に資金の返還を受けるまでに
最低でも170日の期間を要することとなっ
ており、迅速性の点で課題があった。

このような状況を踏まえ、2025年資金決
済法改正においては、資金返還の確実性・
安全性を担保しつつ、迅速な資金返還を実
現する選択肢を設けるべく、資金移動業者
の破綻時に供託手続を経ることなく利用者
に資金を直接返還する保全方法として、④
履行保証人債務引受契約（法45条の 3 ）、
⑤履行保証人保証契約（法45条の 4 ）及び
⑥履行保証金弁済信託契約（法45条の 5 ）

（以下、総称して「履行保証人債務引受契
約等」という）が新設された。

以下、これらの契約の内容と、それらを
採用する場合に求められる体制整備等につ
いて説明する。
⑵　履行保証人債務引受契約等の内容
④履行保証人債務引受契約及び⑤履行保

証人保証契約は、銀行等の保証機関から利

26　パブコメ回答（CB収納代行）No.11。
27　パブコメ回答（CB収納代行）No.12。
28　パブコメ回答（CB収納代行）No.16。
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用者に資金の返還が行われる枠組みであ
る。いずれの契約においても、従前の②履
行保証金保全契約と同じく、一定の基準を
満たす銀行、保険会社等の履行保証人適格
者（法44条、資金決済に関する法律施行令
16条、移動業府令15条、16条）が相手方と
なる必要がある。両契約は、法的構成が異
なり、④履行保証人債務引受契約は、資金
移動業者と銀行等の間で締結される併存的
債務引受契約である（移動業府令21条の 7
第 1 号）のに対し、⑤履行保証人保証契約
は、資金移動業の利用者と銀行等との間で
締結される保証契約である（移動業府令21
条の10第 1 号）。また、契約締結後、供託
義務を免れるために必要な当局への届出書
類にも差異がある（移動業府令21条の 6 、
21条の 9 ）。

一方、⑥履行保証金弁済信託契約は、信
託を用いて利用者に資金の返還が行われる
枠組みである。同じく信託を用いた利用者
資金の直接返還の枠組みである、金融商品
取引法上の顧客区分管理信託の例も踏ま
え、弁護士や公認会計士等が受益者代理人
となることが義務付けられている（法45条
の 5 第 2 項 2 号、移動業府令21条の13第 2
号）。

なお、資産保全の方法として履行保証人
債務引受契約等を採用した場合であって
も、当局が資金移動業の利用者の利益の保
護のために必要があると認める場合には、
供託手続を通じた返還手続に移行すること
も可能となっている（法46条）。直接返還
の枠組みを採用した資金移動業者が破綻し
た場合における「利用者の利益の保護のた

めに必要がある」場合として、「利用者情
報の把握に不備がある場合や、返還のスケ
ジュールが繰り返し延期される場合等」が
例示されている 29。
⑶　履行保証人債務引受契約等を採用す
る場合の義務

資産保全の方法として履行保証人債務引
受契約等を採用する場合、従来の②履行保
証金保全契約及び③履行保証金信託契約を
採用する場合と同様に、契約の締結を行い、
その旨を当局に届け出ることにより、履行
保証人債務引受契約等により保全される額
について供託の義務が免除される。

また、この場合、利用者保護の観点から、
利用者に対する権利行使方法に関する情報
提供（移動業府令29条の 2 第 1 項 2 号の
2 ）及び各利用者に関する資産保全の状況
についての詳細な帳簿の作成が求められる

（移動業府令33条10号の 2 ）。

第一種資金移動業に係る「厳格な
滞留規制」の緩和4

⑴　概　要
第一種資金移動業者には、後に詳述する

とおり、「厳格な滞留規制」が課されてい
るが、資金決済WG報告書においては、利
用者利便の向上の観点等を踏まえ、当該滞
留規制を一定程度緩和する方向性が示され
た。これを受け、移動業府令改正において、
①資金の受入れ時に受けるべき指図の具体
性の緩和（移動業府令32条の 2 第 1 項 2
号）、②履行保証人債務引受契約等の利用
等を条件とする利用者資金の滞留可能期間
の延長（移動業府令32条の 2 第 2 項 1 号）、

29　移動業ガイドラインⅨ－ 2 － 5 ⑴。
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③第一種資金移動業と第二種資金移動業を
併営する場合における第二種資金移動業か
ら第一種資金移動業への利用者資金の振替
の制限の緩和（移動業府令30条の 4 第 3
項・ 4 項）が行われた。以下、それぞれの
内容を説明する。
⑵　資金の受入れ時の指図の具体性の緩
和

第一種資金移動業者は、具体的な指図
（①資金移動額、②資金移動日、③資金移
動先）を伴わない資金を受け入れることが
禁止されているが（法51条の 2 第 1 項、移
動業府令32条の 2 第 1 項各号）、移動業府
令改正により、「資金を移動する日を特定
することが困難である場合」には、②資金
移動日に代えて、②ʼ「資金を移動する期
限」を指定することが許容されることとなっ
た（同項 2 号。かっこ書きが追加された）。
なお、①資金移動額及び③資金移動先に関
しては、今回の移動業府令改正による変更
は行われていない。
「資金を移動する日を特定することが困

難である場合」に該当すると考えられる例
として、資金移動業者が入金を受けた後に
おいて、利用者が外国為替相場等をみつつ、
自らに有利なタイミングで送金指図を行う
ために、資金移動日を事前に決めることが
困難である場合や、代金の回収に用いられ
るような逆為替・取立為替型の資金移動
サービスのように、受取人である利用者か
ら為替取引に係る依頼を受けた時点では、
送金人からの資金の回収時期が未定である
等の事情により、資金移動日を事前に決め
ることが困難である場合が挙げられてい

る 30。
⑶　履行保証人債務引受契約等の利用等
を条件とした利用者資金の滞留可能期
間の延長

第一種資金移動業者は、事務処理に必要
な期間を超えて利用者の資金を保持するこ
とが禁止されてきたが、銀行等に対する規
制との衡平の確保や第一種資金移動業者の
破綻時の影響の極小化の必要性も考慮しつ
つ、利用者利便を向上させる観点から、一
定の場合に利用者資金の滞留可能期間の延
長を認めることとされた。具体的には、①
第一種資金移動業に係る為替取引に関する
債務の全額について履行保証人債務引受契
約等が締結されており、②破綻時に当該債
務の全額について早期かつ確実に利用者に
弁済することができると認められる体制を
整備している場合には、事務処理に必要な
期間に利用者利便の向上に必要な期間を加
えた期間（ただし合計 2 カ月以内）、資金
の保持が認められることとなった（移動業
府令32条の 2 第 2 項 1 号）。なお、これら
の要件を満たすことにより滞留期間の延長
が認められる資金移動業者については、体
制整備の内容を利用者に対して情報提供す
ることが求められている（移動業府令29条
の 2 の 2 ）。

早期確実な弁済体制については、移動業
ガイドライン上、①「早期に返還する体制」
として、⒜資金移動業者が履行保証人適格
者及び信託会社等（以下「履行保証人等」
という）に利用者の情報（口座情報を含む）
を提供することにより、平時から履行保証
人等において必要な利用者の情報を把握さ

30　移動業ガイドラインⅢ－ 1 － 1 － 1 ⑴①注 3 。

15金融法務事情No.2288 ● 2026.8.25



せておくことや、⒝平時において資金移動
業者が把握し更新する利用者の情報を、破
綻時に直ちに履行保証人等に共有する態勢
を構築することが例示されている 31。また、
②「高い確実性をもって返還する体制」と
して、⒜履行保証金弁済信託契約に基づき
金銭の信託を行う場合に、各営業日におけ
る要履行保証額以上の額について、 1 営業
日以内の信託保全を行うこと、⒝利用者か
ら受け入れる資金の上限額を、根拠に基づ
き合理的に設定し、適時に見直しを行った
上で、当該上限額について履行保証人債務
引受契約等による保全を行うこと、⒞要履
行保証額が履行保証人債務引受契約等によ
る保全額を超過した場合において、保全を
実施するまでの間、超過額に相当する資金
を預貯金等管理方法（第三種資金移動業者
に係るもの）に相当する方法で管理し、管
理状況の適切性について当局に報告するこ
とが例示されている 32。このように、①「早
期に返還する体制」としては、円滑な返還
のために必要となる情報を取得するための
体制が、②「高い確実性をもって返還する
体制」としては、要履行保証額以上の額の
保全を確実に実施するための体制がそれぞ
れ求められることとなる。

延長が認められる滞留期間については、
移動業ガイドライン上、「資金移動業者が

利用者の利便の向上を図るために必要な期
間」として、企業間の支払サイクル等を前
提として、利用者が定期的に企業間送金を
実施できるようにするために必要となる期
間等が例示されている 33。なお、資金移動
業者の責めに帰することができない事由に
より資金の移動ができない場合には、当該
事由を解消するために必要な期間を加えた
結果、その合計期間が 2 カ月を超えること
も許容される 34。
⑷　第一種資金移動業と第二種資金移動
業を併営する場合における利用者資金
の振替の許容等

改正前の移動業府令30条の 4 第 3 項にお
いては、資金移動業者が第一種資金移動業
と第二種資金移動業（本節において「一種
業」・「二種業」と略称する）を併営する場
合において、一種業の厳格な滞留規制の潜
脱防止の趣旨 35で、二種業について受け入
れた資金をそのまま一種業に係る資金とし
て用いる、いわゆる利用者資金の振替が禁
止されていた。改正後の移動業府令におい
ては、振替自体は許容することとしつつ、
滞留規制の潜脱防止の観点から、資金の受
入れ時点及び受入れ後において資金移動業
者の講じるべき措置が規定された（移動業
府令30条の 4 第 3 項・ 4 項）。

同条 3 項は、資金の受入れ時点におい

31　移動業ガイドラインⅢ－ 1 － 1 － 1 ⑴②注 6 イ。
32　移動業ガイドラインⅢ－ 1 － 1 － 1 ⑴②注 6 ロ。
33　移動業ガイドラインⅢ－ 1 － 1 － 1 ⑴②注 5 。翌月末日払いという商慣習の存在を踏まえたものであ

る（資金決済WG報告書 6 頁）。
34　移動業ガイドラインⅢ－ 1 － 1 － 1 ⑴②注 5 。
35　二種業においては、一種業に比して緩やかに資金の滞留が認められているところ、一種業に係る為替

取引に用いられる予定の資金を二種業に係る資金として受け入れた上で、100万円を超える送金が必要に
なったタイミングで利用者に振り替えさせることで、一種業に係る厳格な滞留規制が潜脱される、との
問題意識があったものと考えられる。
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て、一種業に係る為替取引に用いられると
認められる資金を二種業に係る資金として
受け入れないための措置を規定するもので
ある。具体的な措置としては、移動業ガイ
ドライン上、一種業と二種業とでは法令上
の滞留規制が異なる旨を説明した上で、実
際には一種業に係る為替取引に用いる予定
である資金を、二種業に係る資金として資
金移動業者に提供すること等を約款等にお
いて禁止するなどの対応を行うことが例示
されている 36。

同条 4 項は、 3 項の措置を講じたにもか
かわらず、受け入れた資金が一種業に係る
為替取引に用いられることが事後的に明ら
かとなった場合において、当該資金を二種
業に係る資金として保有しないための措置
を規定するものである。具体的な措置とし
ては、移動業ガイドライン上、二種業に係
る資金として受け入れた資金が、当該受入
れの後に一種業に係る為替取引に用いられ
るものであることを認識した場合に、一種
業に係る資金への振替 37、利用者への返還
等の措置を取ることや、二種業に係る資金
が合理的な理由なく頻繁に一種業に係る資
金に振り替えられているといった事情があ
る場合には一種業に関し用いる予定の資金
を二種業に係る資金として提供しないよう
求めることが例示されている 38。

前払式支払手段の寄附への利用等5
⑴　前払式支払手段による寄附
内閣府「令和 6 年の地方からの提案等に

関する対応方針」（2024年12月24日）では、
地方自治体、法律に基づいて設置された認
可法人及び特に公益性が高いと考えられる
公益法人への前払式支払手段による寄附の
可否について検討を行うこととされた。こ
れを踏まえ、資金決済WGにおいて検討が
行われ、当該検討を踏まえ、前払式支払手
段に関する内閣府令（以下「前払式府令」
という）23条の 3 第 2 項の新設等の改正が
行われた。

同項 1 号においては、前払式支払手段に
よる寄附は、第三者型前払式支払手段によ
り、 1 回当たり 1 万円を上限として、適格
寄附金受領者に対してのみ行うことができ
る旨が定められている。また、適格寄附金
受領者は、国、地方公共団体、認可法人の
ほか（同号イ～ハ）、金融庁長官が指定す
る者（同号ニ及びホ）と定義されている。
金融庁長官が指定する者としては、適格寄
附金受領者告示 39により、一定の公益法人
を含む者が指定されている。

同項 2 号においては、「寄附以外に使用
される場合との誤認を防止するために必要
な措置その他の寄附のために使用される前
払式支払手段の不適切な利用を防止するた

36　移動業ガイドラインⅦ－ 1 － 1 ⑶①。
37　ただし、利用者が資金移動業者に対して二種業に係る資金を提供した時点で、当該資金を一種業に関

し用いる予定であったこと等により、振替を行おうとする時点で既に法定期間を超えて一種業に係る為
替取引に関する債務を負担している場合には、振替を行うことはできず、当該資金を利用者に返還する
こと等が必要となることに留意が必要である（移動業ガイドラインⅦ－ 1 － 1 ⑶③）。

38　移動業ガイドラインⅦ－ 1 － 1 ⑶②。
39　金融庁「前払式支払手段に関する内閣府令第二十三条の三第二項第一号ニ及びホの規定に基づき適格

寄附金受領者を定める件」（2026年 3 月12日公布）。
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めの適切な措置」を講じることが求められ
ている 40。

前払式府令の改正に伴い、同府令別紙様
式第 3 号（登録申請書）の第 4 面に前払式
支払手段の寄附への使用の有無を確認する
欄が追加されている。なお、第三者型前払
式支払手段発行者の登録を受けている者
が、登録済みの前払式支払手段を寄附への
使用が可能な前払式支払手段に変更する場
合には、上記措置を講じた上で、変更届出

（法11条 1 項）を行う必要があることに留
意する必要がある。
⑵　地方公共団体が受領する貸付金元利
収入等の支払への前払式支払手段の利
用

なお、上記に加え、内閣府「令和 7 年の
地方からの提案等に関する対応方針」（2025
年12月23日）においては、前払式支払手段
による貸付金元利収入、遅延損害金、不動
産売払代金、損害賠償金及び不当利得によ
る返還金の支払の可否についても、検討す
ることとされた。これを踏まえ、金融庁は、
政策的意義、為替取引に係る規制潜脱のリ
スク、詐欺・マネロン等のリスクの程度等
にかんがみ、①貸付金元利収入等や、②地
方公共団体が受領する公金であって、地方
公共団体の歳入とされ、公共サービスに活
用されることが期待されるものに関しては、
前払式支払手段による支払が可能である旨
の考え方を公表した 41。

なかにし　せいた

片岡総合法律事務所を経て、2024年 1 月から

2026年 6 月まで金融庁在職。金融機関等にお

けるマネロン等対策のモニタリング、金融サー

ビス仲介業の監督等を担当した後、2025年資

金決済法改正に伴う政府令改正に従事。

めかだ　あゆみ

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業を経

て、2024年 9 月より現職。2025年資金決済法

改正及び関連政府令等改正、2026年犯罪収益

移転防止法改正等に従事。

あまの　ふみお

法律事務所ZeLo・外国法共同事業を経て、

2024年 9 月より現職。資金移動業者及び前払

式支払手段発行者の監督に従事。

かとう　そうご

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業を経

て、2025年 ４ 月より現職。資金移動業者及び

前払式支払手段発行者の監督に従事。

ときおか　なおき

片岡総合法律事務所を経て、2024年 9 月より

現職。貸金業者、資金移動業者、前払式支払

手段発行者、電子決済手段等取引業者及び暗

号資産交換業者に関する監督、各種政府令・

ガイドライン改正等に従事。

なす　しょう

TMI総合法律事務所を経て、2024年 9 月よ

り現職。金融商品取引法・資金決済法等に関

する相談対応、各種実証実験の支援、金融分

野におけるAI利活用推進、暗号資産交換業
�

40　具体的な措置については、「事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係） 5 ．前払式支払手段発行者
関係」Ⅱ－ 2 － 6 － 1 ⑶、「コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方」（2025年11月17日）
No.31～43を参照。

41　金融庁「地方公共団体が受領する貸付金元利収入等の支払いに前払式支払手段を用いることについて
の考え方」（2026年 3 月12日）。
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等におけるサイバーセキュリティ強化、各種

政府令・ガイドライン改正等に従事。

�
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